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のである。そのネットワークには 2 種類あって，一つは研究ネットワークでコストの 85%を
上限に支援しており，二つ目は 60%まで支援する産業ネットワークである。プロジェクトに



































































































































































社会的生産システム論(Hollingsworth and Boyer 1997)，および P・ホールと D・ソスキスの資本
主義の多様性論(Hall and Soskice 2001)とも，共通する制度的枠組みが認められる。
この NBSと新制度主義社会学を利用して，ヨーク大学の D・マッテンとノッティンガム大
学の J・ムーンは，CSRの類型論を展開して注目を浴びた(Matten and Moon, 2008)。すなわち，
CSRになぜ国民的な相違が生じるのかという問題意識から出発し，企業が責任を明確に定義
してそれを引き受けようとするインセンティブを持つ「明示的 CSR」と，組織的責任の広範
なシステムの中に反映された「暗黙的 CSR」に区分した(図 1 参照)。前者の典型は米国企業で
あり，自由主義市場の中で市民社会に自らの責任を訴えるべく CSRを戦略的に捉えている



































びグローバル・レベルでの CSR 協力の強化を狙って，2012年に共同の CSR 政策を提起した。
そして，国際的に認知された諸基準とガイドラインの促進，グローバルなバリューチェーンに
おけるリスクと機会への対応，報告とコミュニケーションの強化を推進している(Nordic
Council of Ministers, 2012b)。
CSR 政策をめぐる北欧諸国間の共通性と相違点に関する研究で注目されるのは，ノルウ
ェー・ビジネススクールの A・ミッドトゥンらのグループである(Midttun et al. 2013)。ミッド
トゥンはあたかもモンテスキューが権力の分立と均衡を主張したように，CSRの発展を国家，
ビジネス，市民社会の均衡を図るための補足的なアプローチとして位置づけ，「資本主義の文
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メージの向上も考慮に入れて，CSRのブランド化を狙った。こうした特徴は，CSR 白書(2009








などが指摘される(Ditlev-Simonsen et al. 2015)。
スウェーデン政府は外務省が中心となって，2002年に「グローバルな責任」という官民のネ
ットワークを立ち上げ，パートナーシップの手法を駆使している。その目標の第 1は，自国企














ち2008年公表の第 1 次 CSR 行動計画において，①企業主導の社会的責任の普及，②普及にお
ける公共セクター重視，③公共セクター自体の役割，④責任ある成長に向けた国のマーケティ
ングを認定し取り組むことを表明している(Danish Government, 2008)。こうしてデンマークで






















































経済，社会，環境の 3 分野における比較的バランスの取れた視点は，SDGs 時代における一つ
のグリーン成長モデルを提供している，と見ることができよう。
注
1) https://sustainabledevelopment.un.org/sdgs (2017年 9 月17日閲覧)
2) アイスランドは人口33万人程度であり，地理上も隔絶されているといったやや特殊な事情ゆえに，本稿で
は取り上げていない。
3) 指標の例として，The Global Cleantech Innovation Index，The Global Green Economy Index，Environmental
Performance Index，The Climate Change Performance Indexなどがある。
4) 高村ゆかり「瀬戸際の多国間主義：温暖化対策，米離脱も強固」『日本経済新聞』朝刊，2017年10月13日。
5) http://ec.europa.eu/europe2020/index_en.htm (2017年 9 月17日閲覧)
6) http://ec.europa.eu/environment/action-programme/ (2017年12月13日閲覧)
7) Norden, Green Growth the Nordic Way (Web magazine), April 2014. (http://www.norden.org/en/theme/
green-growth/magazine/issues/green-growth-april-2014-pdf, 2017年 9 月20日閲覧)
8) http://www.nordicenergy.org/programme/energy-transport-programme/ (2017年 9 月20日閲覧)
9) http://www.nordforsk.org/en/programmes/programmer/toppforskningsinitiativet (2017年 9 月20日閲覧)
10) 本節の議論には，拙著第 4 章(長岡 2014)の要約が一部含まれている。
11) https://www.unglobalcompact.org/ (2017年 9 月18日閲覧)
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